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Ⅰ．調査要領 
１．調査時点：2011年 11月（前期＝2011年 7～9月、今期＝2011年 10～12月、来期＝2012年 1～３月（予想）） 
２．調査対象：県内全域の企業 1,500社 
３．調査方法：郵送によるアンケート調査 
４．回答状況：363件（有効回答率 24.2%） 
５．調査企業の産業、従業員規模別、地域別内訳 

【産業別】 

  

回答件数 

計 
建設業 製造業 運輸・通信業 卸・小売業 金融・保険業 サービス業 

対象企業数 1,500 120 455 90 416 39 380 

回答企業数 363 19 113 26 110 15 80 

構成比（％） 100.0  5.2  31.1  7.2  30.3  4.1  22.0  

 

【従業員規模別】 

  

回答件数 

計 
5 人未満 

5 人以上

20 人未満 

20 人以上

50 人未満 

50 人以上

100 人未

満 

100 人以

上 300 人

未満 

300 人以

上 500 人

未満 

500 人以

上 1000 人

未満 

1000 人以

上 

対象企業数 1,500  587 572 182 68 66 12 7 6 

回答企業数 363 88 156 61 25 22 6 3 2 

構成比（％） 100.0  24.2  43.0  16.8  6.9  6.1  1.7  0.8  0.6  

 

【地域別】 

  
回答件数 

計 
津 四日市 松坂 伊勢 桑名 鈴鹿 伊賀 尾鷲 熊野 

対象企業数 1,500  178 330 190 231 189 170 130 52 30 

回答企業数 363 51 78 39 51 48 45 32 13 6 

構成比（％） 100.0  14.0  21.5  10.7  14.0  13.2  12.4  8.8  3.6  1.7  

 

地域名 対象地域 地域名 対象地域 

津 

四日市 

松阪 

伊勢 

 

桑名 

津市 

四日市市・菰野町・朝日町・川越町 

松阪市・多気町・明和町・大台町 

伊勢市・鳥羽市・志摩市・玉城町・ 

南伊勢町・度会町・大紀町 

桑名市・いなべ市・木曽岬町・東員町 

鈴鹿 

伊賀 

尾鷲 

熊野 

鈴鹿市・亀山市 

伊賀市・名張市 

尾鷲市・紀北町 

熊野市・御浜町・紀宝町 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[[[[注注]]    

○構成比（％）については、小数点第 2位を四捨五入しているため合計が 100％にならない場合があります。 

○ＤＩ（Diffusion
ディフュージョン

 Index
インデックス

の略） 

 ＤＩ（ディーアイ）は、増加（又は「上昇」「楽」など）したと答えた企業割合から、減少（又は「下降」「苦しい」など）したと

答えた企業割合を差引いた数値のことで、不変部分を除いて増加したとする企業と減少したとする企業のどちらかの力が強いかを

比べて時系列的に傾向をみようとするものです。 
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Ⅲ．産業別今期の景況及び 期予測来期予測 

【【    全体    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 30.9ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 5.9ポイント悪化、前年同期と比べると 5.1ポイント改善となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）はマイナス 21.5ポイントとなりました。これは、前期と比べる

と 5.1ポイント悪化、前年同期と同水準となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DI（前期比）はマイナス 19.3ポイントとなりました。これは、前期と比べると 2.5ポイント

悪化、前年同期と比べると 10.6ポイント改善となります。 

今期の収益 DI（前期比）はマイナス 8.0 ポイントとなりました。これは、前期と比べると 2.2 ポイント改

善、前年同期と比べると 16.9ポイント悪化となります。 

 

価格動向    

今期の販売価格・受注単価（前期比）DI はマイナス 22.0 ポイントで、前期と比べると 4.2 ポイント下降、

前年同期と比べると 11.5ポイント上昇しています。 

今期の原材料・商品仕入価格（前期比）DIは 18.2ポイントで、前期と比べると 36.2ポイント上昇、前年

同期と比べると 5.6ポイント上昇しています。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

今期の資金繰り DIはマイナス 17.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 8.5ポイント改善、前

年同期と比べると 0.2ポイント改善となります。 

今期の設備投資意欲DIはマイナス 11.0ポイントとなりました。これは、前期と比べると 1.6ポイント悪化、

前年同期と比べると 9.1ポイント改善となります。従業員規模別にみると、大企業では今期マイナス 9.1と前

期に比べ 34.1ポイント悪化、中小企業では今期マイナス 11.1ポイントで前期に比べ 1.1ポイント悪化と、大

企業の設備投資意欲の悪化が目立っています。平成 23年度下半期の設備投資計画額（平成 22年度上半期比）

はマイナス 8.0ポイントで、前期と比べると 4.4ポイント悪化、前年同期と比べると 9.6ポイント改善となっ

ています。 

今期実施する設備投資、来期実施する予定の設備投資ともに最も多いのは「設備更新（補修・更新）」で、

今期は 31.7％、来期は 25.3％です。次に多いのはいずれも「事業（能力）拡大」で今期は 5.2％、来期は 8.0％

です。一方、設備投資を実施しない企業は今期 47.1％、来期 50.1％といずれもほぼ半数となっています。 

 

雇用    

今期の人手 DIは、プラス 6.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 3.9ポイント増加、前年同

期と比べると 3.9ポイント増加です。従業員規模別にみると、大企業は 0.0ポイント、中小企業はプラス 6.3

ポイントと 6.3ポイントの差があり、中小企業で人手不足感がみられます。 

雇用問題において過去 1年に行ったもの、行う予定のもので最も多いのは「労働時間の短縮」16.3％、次い

で「賃金体系の見直し」14.6％、「人員増」14.3％でした。また、何も行わないところは 35.0％でした。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

経営上の問題点で最も多かったのは、「売上（受注）の不振」53.4％、次いで「利益の減少」49.9％、「原材

料（仕入れ）高」22.9％、「機械設備の老朽」22.0％の順となりました。前期と比較すると「売上（受注）の

不振」は 5.0ポイント増加、「原材料（仕入れ）高」は 2.1ポイント増加、「機械設備の老朽」は 4.4ポイント

増加、「利益の減少」は 2.3 ポイント減少しています。個別の回答では「社会保険料のアップ」との意見もみ

られました。 

行政等が行う支援策として効果が期待できるもので最も多かったのは「減税」52.6％、次いで「助成制度（補

助金等）」36.1％、「公共事業の増加」20.9％、「新設の融資制度」18.7％の順となりました。「公共事業の増加」
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は前回の 25.0％と比較して 4.1ポイント減少しています。個別の回答では「知的財産支援」等の意見がみられ

ました。 

震災の影響で最も多かったのは「仕入れ先の影響・被害」23.1％、次いで「震災に伴う消費の減退」20.9％、

「納入先の影響・被害」18.2％、「原材料・商品等の不足」16.8％の順となりました。影響はないとするとこ

ろは 37.5％ありました。個別の回答では「観光地売上の減少」等の回答が見られました。 

 

来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感 DIはマイナス 33.3ポイントで 2.4ポイント悪化と多少悪化幅が拡大し、

業況 DI はマイナス 30.0 ポイントで 8.5 ポイント悪化とかなり厳しさが強まると予想されています。売上額

DIはマイナス 29.8ポイントで 10.5ポイント悪化と大きく減少幅が拡大すると予想されています。 
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【【    製造業    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 27.4ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 15.2ポイント悪化、前年同期と比べると 2.6ポイント改善となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）はマイナス 19.5ポイントとなりました。これは、前期と比べる

と 15.0ポイント悪化となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DI（前期比）はマイナス 18.6ポイントとなりました。これは、前期と比べると 12.2ポイン

ト悪化となります。 

今期の収益 DI（前期比）はマイナス 8.0 ポイントとなりました。これは、前期と比べると 0.9 ポイント悪

化、前年同期と比べると 31.0ポイント悪化となります。 

 

価格動向    

今期の販売価格 DIはマイナス 16.8ポイントとなりました。これは前期と比べると 6.5ポイント下降となり

ます。今期の原材料価格 DIはプラス 24.8ポイントとなりました。これは前期と比べると 7.9ポイント下降と

なります。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

 今期の資金繰り DIはマイナス 15.9ポイントとなりました。これは前期と比べると 11.0ポイント改善とな

ります。 

新規の借入・増額の必要性がある企業は 22.1％（25社）で、前期と比べ 9.3ポイント減少しました。借入

を実施した企業は 34.5％（39社）で、前期と比べ 1.8ポイント増加しました。来期借入を予定している企業

は 24.8％（28 社）でした。民間金融機関からの借入難易度については、「容易」16.8％（19 社）、「変わらな

い」41.6％（47社）、「難しい」17.7％（20社）、「該当なし」18.6％（21社）となりました。 

今期の設備投資意欲 DIはマイナス 3.5ポイントとなりました。これは、前期と比べると 0.3ポイント改善

となります。今期実施する設備投資は、「設備更新（補修・更新）」が 42.5％（48社）で他を大きく引き離し

て首位となりました。設備投資を実施しない企業は今期 38.1％（43社）、来期 46.0％（52社）となっていま

す。 

 

雇用    

 今期の雇用状態については、「過剰」11.5％（13社）、「適正」69.9％（79社）、「不足」15.9％（18社）で、

人手 DIはプラス 4.4ポイントとなりました。これは、前期と比べると 5.0ポイント増加、前年同期と比べる

と 5.4ポイント増加となります。 

 次年度の正規社員の採用・雇用見込みについては、「増やす」20.4％（23社）、「変えない」16.8％（19社）、

「減らす」2.7％（3社）、「採用しない」が 57.5％（65社）となりました。非正規社員の採用・雇用見込みに

ついては、「増やす」13.3％（15 社）、「変えない」15.9％（18 社）、「減らす」4.4％（5 社）、「採用しない」

61.1％（69社）となりました。 

 雇用関係で行った（または今後行う予定の）ものは、「労働時間の短縮」19.5％（22 社）、次に多かったの

が「人員増」17.7％（20社）となりました。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

 経営上の問題点は、「利益の減少」55.8％（63 社）、「売上（受注）の不振」51.3％（58 社）、「機械設備の

老朽」31.0％（35社）、「原材料（仕入れ）高」28.3％（32社）の順となり、前期より順位が変動しました。 

 行政等が行う企業支援策で効果があると思われるものは、「減税」51.3％（58社）、「助成制度（補助金等）」

36.3％（41社）、「新設の融資制度」18.6％（21社）の順となり、前期同様の順位となりました。 

 現時点における東日本大震災の影響は、「納入先の影響・被害」31.9％（36社）、「仕入れ先の影響・被害」

「震災に伴う消費の減退」がともに 20.4％（23 社）、「原材料・商品等の不足」16.8％（19 社）の順に多く、
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影響を受けていない企業は 35.4％（40社）でした。 

 

来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感 DIはマイナス 38.1ポイントで 10.7ポイント悪化、業況 DIはマイナス

29.2ポイントで 9.7ポイント悪化と、ともにかなり厳しさが強まると予想されています。売上額 DIはマイナ

ス 30.1ポイントで 11.5ポイント悪化と下降幅が大きく拡大し、収益 DIはマイナス 24.8ポイントで 16.8ポ

イント悪化と大幅に減益が強まると予想されています。
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製造業コメント 

 

・ 企業負担の増加（社会保険料、労働保険料、決算時の経費、売上が少ないのに消費税等の支払が多いため）

2期続けて赤字である。 

・ 台風による影響で観光客等が激減し、地域の特産品として製造・販売する製品が販売不振。 

・ 銀行の貸し渋りや貸し剥がしを政府が黙認していては、中小企業の活性化は望めない。終わりなき価格競

争で中小企業の多くは動脈硬化になっている。綱渡りの経営を強いられている。 

・ 自動車メーカーの設備投資意欲の低下。 

・ スーパーの法定基準以上の規制。賞味期限の一方的な規格（賞味期限 1年のうち 4割経過した商品は受け

取らない、廃棄処分、資源の無駄を強要している）。法で許可されている添加物でも認めない。 

・ 円高の為輸出不振、製造中止となる。非常に困難が続きそう。 

・ 今期売上減。 
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【【    建設業    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 26.3ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 22.0ポイント改善、前年同期と比べると 25.1ポイント改善となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）はマイナス 31.6ポイントとなりました。これは前期と比べると

0.6ポイント悪化となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DIは 0.0ポイントとなりました。これは、前期と比べると 48.3ポイント改善となります。 

今期の収益 DIはマイナス 21.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 3.0ポイント改善、前年同

期と比べると 2.2ポイント悪化となります。 

 

価格動向    

今期の請負価格 DIはマイナス 42.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 6.2ポイント上昇とな

ります。材料価格 DIは 0.0ポイントとなりました。これは、前期と比べると 44.8ポイント下降となります。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

 今期の資金繰り DIはマイナス 26.3ポイントとなりました。これは、前期と比べると 11.6ポイント改善と

なります。 

新規の借入・増額の必要性がある企業は 42.1％（8社）で、前期より 28.3ポイント増加しました。借入を

実施した企業は 47.4％（9社）で、前期より 26.7ポイント増加しました。来期借入を予定している企業は 31.6％

（6社）でした。民間金融機関からの借入難易度については、「容易」10.5％（2社）、「変わらない」52.6％（10

社）、「難しい」15.8％（3社）、「該当なし」21.1％（4社）となりました。 

今期の設備投資意欲 DIはマイナス 10.5ポイントとなりました。これは、前期と比べると 6.7ポイント改善

となります。今期実施する設備投資は、「設備更新（補修・更新）」42.1％（8社）が最も多い回答となりまし

た。一方、設備投資を実施しない企業は今期 47.4％（9社）、来期 63.2％（12社）となっています。 

 

雇用    

 今期の雇用状態については、雇用状態については、「過剰」5.3％（1社）、「適正」84.2％（16社）、「不足」

10.5％（2社）で、人手 DIはプラス 5.3ポイントとなりました。これは、前期と比べると 1.6ポイント減少、

前年同期と比べると 5.3ポイント増加となります。 

 次年度の正規社員の採用・雇用見込みについては、「増やす」26.3％（5社）、「変えない」21.1％（4社）、

「減らす」5.3％（1社）、「採用しない」47.4％（9社）となりました。非正規社員の採用・雇用見込みについ

ては、「増やす」5.3％（1社）、「変えない」26.3％（5社）、「減らす」0.0％（0社）、「採用しない」68.4％（13

社）となりました。 

 雇用関係で行った（または今後行う予定の）ものは、「給与カット」21.1％（4社）、次いで「人員削減」「人

員増」「賃金体系の見直し」「労働時間の短縮」がともに 15.8％（3社）の順となりました。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

 経営上の問題点は、「売上（受注）の不振」68.4％（13 社）、「利益の減少」52.6％（10 社）、「過当競争の

激化」47.4％（9社）、「原材料（仕入れ）高」26.3％（5社）の順となり、前期の 1位と 2位が入れ替わりま

した。 

 行政等が行う企業支援策で効果があると思われるものは、「減税」68.4％（13社）、「公共事業の増加」36.8％

（7社）、「助成制度（補助金等）」「新設の融資制度」がともに 26.3％（5社）の順となりました。 

 現時点における東日本大震災の影響は、「仕入れ先の影響・被害」「原材料・商品等の不足」「震災に伴う消

費の減退」がともに 31.6％（6社）で最も多く、影響を受けていない企業は 21.1％（4社）でした。 
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来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感 DIは今期同様マイナス 26.3ポイントと今期並の厳しさが続き、業況 DI

はマイナス 36.8ポイントで 5.2ポイント減少と幾分悪化すると予想されています。売上額DIはマイナス 42.1

ポイントで 42.1ポイント減少と特に大きく下降幅が拡大すると予想されています。 
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【    運輸・通信業    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 15.4ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 15.4ポイント悪化、前年同期と比べると 28.6ポイント改善となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）は 0.0 ポイントとなりました。これは、前期と比べると 3.0 ポ

イント改善となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DIはプラス 7.7ポイントとなりました。これは、前期と比べると 16.8ポイント改善となりま

す。 

今期の収益 DIはマイナス 23.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 1.9ポイント悪化、前年同

期と比べると 55.1ポイント悪化となります。 

 

価格動向    

今期の料金価格 DIはマイナス 23.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 1.1ポイント上昇して

います。材料価格 DIはプラス 23.1ポイントとなりました。これは、前期と比べると 13.3ポイント下降して

います。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

今期の資金繰り DIはマイナス 26.9ポイントとなりました。これは、前期と比べると 3.4ポイント改善とな

ります。 

新規の借入・増額の必要性がある企業は 15.4％（4社）で、前期より 2.8ポイント減少しました。借入を実

施した企業は 26.9％（7社）で、前期より 11.7ポイント増加しました。来期借入を予定している企業は 23.1％

（6社）でした。民間金融機関からの借入難易度については、「容易」0.0％（0社）、「変わらない」57.7％（15

社）、「難しい」11.5％（3社）、「該当なし」23.1％（6社）となりました。 

今期の設備投資意欲 DIはマイナス 15.4ポイントとなりました。これは、前期と比べると 3.3ポイント悪化

となります。今期実施する設備投資は、「設備更新（補修・更新）」が 30.8％（8社）で、他を大きく引き離し

て首位となりました。一方、設備投資を実施しない企業は今期 50.0％（13社）、来期 42.3％（11社）となっ

ています。 

 

雇用    

 今期の雇用状態については、「過剰」0.0％（0社）、「適正」73.1％（19社）、「不足」26.9％（7社）で、人

手 DI はプラス 26.9 となりました。これは、前期と比べると 23.9 ポイント増加、前年同期と比べると 22.9

ポイント増加となります。 

 次年度の正規社員の採用・雇用見込みについては、「増やす」26.9％（7社）、「変えない」23.1％（6社）、

「減らす」7.7％（2 社）、「採用しない」42.3％（11 社）となりました。非正規社員の採用・雇用見込みにつ

いては、「増やす」11.5％（3社）、「変えない」26.9％（7社）、「減らす」3.8％（1社）、「採用しない」50.0％

（13社）となりました。 

 雇用関係で行った（または今後行う予定の）ものは、「賃金体系の見直し」23.1％（6 社）が最も多く、次

に多かったのが「人員増」19.2％（5社）、「人員削減」15.4％（4社）となりました。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

 経営上の問題点は、「利益の減少」73.1％（19 社）、「売上（受注）の不振」65.4％（17 社）、「原材料（仕

入れ）高」38.5％（10社）、「求人難」「機械設備の老朽」がともに 19.2％（5社）の順となりました。 

 行政等が行う企業支援策で効果があると思われるものは、「減税」65.4％（17社）、「助成制度（補助金等）」

50.0％（13社）、「公共事業の増加」23.1％（6社）、「新設の融資制度」15.4％（4社）の順となりました。 

 現時点における東日本大震災の影響は、「納入先の影響・被害」「震災に伴う消費の減退」がともに 26.9％

（7社）、「原材料・商品等の不足」15.4％（4社）の順に多く、影響を受けていない企業は 30.8％（8社）で



 22 

した。 

 

来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感DIはマイナス 23.1ポイントで 7.7ポイント悪化とかなり悪化幅が拡大し、

業況 DIはマイナス 23.1ポイントで 23.1ポイント悪化と、厳しさが特に大きく強まると予想されています。

売上額DIはマイナス 15.4ポイントで 23.1ポイント悪化と極端に水面下に落ち込み、収益DIはマイナス 19.2

ポイントで 3.9ポイント改善とわずかに持ち直すと予想されています。
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【【    卸卸・小売業    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 40.0ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 5.3ポイント悪化、前年同期と比べると 0.9ポイント悪化となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）はマイナス 35.5ポイントとなりました。これは、前期と比べる

と 8.4ポイント悪化となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DI（前期比）はマイナス 31.8ポイントとなりました。これは、前期と比べると 5.4ポイント

悪化となります。 

今期の収益 DI（前期比）はマイナス 8.2 ポイントとなりました。これは、前期と比べると 5.0 ポイント改

善、前年同期と比べると 17.7ポイント悪化となります。 

 

価格動向    

今期の販売価格 DIはマイナス 27.3ポイントとなりました。これは、前期と比べると 8.5ポイント下降とな

ります。仕入価格 DIはプラス 7.3ポイントとなりました。これは、前期と比べると 14.2ポイント下降となり

ます。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

今期の資金繰り DIはマイナス 20.9ポイントとなりました。これは、前期と比べると 6.2ポイント改善とな

ります。 

新規の借入・増額の必要性がある企業は 31.8％（35社）で、前期と比べ 0.8ポイント減少しました。借入

を実施した企業は 36.4％（40社）で、前期と比べ 7.2ポイント増加しました。来期借入を予定している企業

は 21.8％（24 社）でした。民間金融機関からの借入難易度については、「容易」20.9％（23 社）、「変わらな

い」46.4％（51社）、「難しい」12.7％（14社）、「該当なし」13.6％（15社）となりました。 

今期の設備投資意欲 DIはマイナス 18.2ポイントで、前期と比べ 3.6ポイント悪化しました。今期実施する

設備投資は、「設備更新（補修・更新）」23.6％（26 社）が最も多く、前期と比べると 5.6 ポイント減少しま

した。 

 

雇用    

 今期の雇用状態については、「過剰」8.2％（9 社）、「適正」77.3％（85 社）、「不足」11.8％（13 社）で、

人手 DIはプラス 3.6ポイントとなりました。これは、前期と比べると 0.6ポイント減少、前年同期と比べる

と 2.2ポイント増加となります。 

 次年度の正規社員の採用・雇用見込みについては、「増やす」13.6％（15社）、「変えない」19.1％（21社）、

「減らす」2.7％（3社）、「採用しない」が 61.8％（68社）となりました。非正規社員の採用・雇用見込みに

ついては、「増やす」11.8％（13 社）、「変えない」16.4％（18 社）、「減らす」4.5％（5 社）、「採用しない」

61.8％（68社）となりました。 

 雇用関係で行った（または今後行う予定の）ものは、「人員増」が最も多く 11.8％（13社）、次に多かった

のが「給与カット」、「給与アップ」、「賃金体系の見直し」、「配置転換」が各 10.9％（各 12社）となりました。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

 経営上の問題点は、「売上（受注）の不振」55.5％（61 社）、「利益の減少」49.1％（54 社）、「過当競争の

激化」27.3％（30社）の順となり、前期の 1位と 2位が入れ替りました。 

 行政等が行う企業支援策で効果があると思われるものは、「減税」56.4％（62社）、「助成制度（補助金等）」

31.8％（35社）、「公共事業の増加」20.0％（22社）の順となり前期同様の結果となりました。 

 現時点における東日本大震災の影響は、「仕入れ先の影響・被害」36.4％（40社）、「震災に伴う消費の減退」

26.4％（29社）、「原材料・商品等の不足」22.7％（25社）の順に多く、影響を受けていない企業は 30.0％（33

社）でした。 
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来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感 DIはマイナス 43.6ポイントで 3.6ポイント悪化とやや低調感を強め、業

況 DIはマイナス 35.5ポイントで今期と変わらず、同様の厳しさが続くと予想されています。売上額 DIはマ

イナス 33.6ポイントで 1.8ポイント悪化とわずかに減少を強め、収益 DIはマイナス 35.5ポイントで 27.3ポ

イント悪化となり極端に減少を強めると予想されています。
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卸・小売業コメント 

 

・ 入札の地区を 3分割として簡素化して欲しい。 

・ 最近円高で多くの生産が海外に移っている。国内の空洞化が進むのは残念である。人々が働く場所が無く

なってしまうので、大きな政治決断が必要である。 

・ 東紀州地域の経済活動に元気が無い。 

・ 行政機関等の施策に実効が伴わず、企業の事業主の負担だけが増加していくような印象がある。 

・ 円高対策をとらないと、日本の輸出企業は減退し日本の製造業は消滅する。電力が安定して供給できる保

証がないと設備投資（新工場）はできない。 

・ デフレが収まらず、売上・収益とも悪化の一途。デフレの収束に期待。 

・ 売上の減少、利益の減少、正社員、パートタイマーを減らす。今こそ税金を下げるべきである。 
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【    金融・保険業    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 33.3ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 5.5ポイント悪化、前年同期と比べると 2.4ポイント改善となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）はマイナス 26.7ポイントとなりました。これは、前期と比べる

と 4.5ポイント悪化となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DI（前期比）はマイナス 40.0ポイントとなりました。これは前期と比べると 4.4ポイント改

善となります。 

今期の収益 DI（前期比）はプラス 20.0ポイントとなりました。これは、前期と比べると 2.2ポイント悪化、

前年同期と比べると 12.8ポイント改善となります。 

 

価格動向    

今期の料金価格 DIはマイナス 26.7ポイントとなりました。これは前期と比べると 15.6ポイント下降とな

ります。材料価格 DIはプラス 6.7ポイントとなりました。これは前期と比べると 6.7ポイント上昇となりま

す。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

今期の資金繰り DIはマイナス 13.3ポイントとなりました。これは前期と比べると 13.3ポイント悪化とな

ります。 

新規の借入・増額の必要性がある企業は 6.7％（1社）で、前期と比べ 4.4ポイント減少しました。借入を

実施した企業は 20.0％（3社）で、前期と比べ 14.4ポイント増加しました。来期借入を予定している企業は

6.7％（1社）でした。民間金融機関からの借入難易度については、「容易」0.0％（0社）、「変わらない」40.0％

（6社）、「難しい」6.7％（1社）、「該当なし」33.3％（5社）となりました。 

今期の設備投資意欲 DIはマイナス 6.7ポイントとなりました。これは前期と比べると 10.0ポイント改善と

なります。今期実施した設備投資は「設備更新（補修・更新）」33.3％（5 社）が最も多く、前期と比べると

5.6ポイント減少しました。 

 

雇用    

 今期の雇用状態については、「過剰」13.3％（2社）、「適正」80.0％（12社）、「不足」6.7％（1社）で、人

手 DI はマイナス 6.7となりました。これは、前期と比べると 17.8 ポイント減少、前年同期と比べると 21.0

ポイント減少となります。 

 次年度の正規社員の採用・雇用見込みについては、「増やす」13.3％（2社）、「変えない」20.0％（3社）、

「減らす」0.0％（0 社）、「採用しない」が 60.0％（9 社）となりました。非正規社員の採用・雇用見込みに

ついては、「増やす」13.3％（2社）、「変えない」20.0％（3社）、「減らす」13.3％（2社）、「採用しない」53.3％

（8社）となりました。 

 雇用関係で行った（または今後行う予定の）もので最も多かったのは、「賃金体系の見直し」及び「労働時

間の短縮」が各 26.7％（各 4社）で最も多く、次いで「給与カット」、「給与アップ」、「人員削減、」「人員増」、

「配置転換」が各 6.7％（各 1社）となりました。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

 経営上の問題点は、「利益の減少」及び「売上（受注）の不振」が各 46.7％（各 7社）、「株価変動」20.0％

（3社）、「原材料（仕入れ高）」及び「機械設備の老朽」各 13.3％（各 2社）の順となりました。 

 行政等が行う企業支援策で効果があると思われるものは、「減税」40.0％（6社）、「助成制度（補助金等）」

20.0％（3社）、「公共事業の増加」、「セーフガードの発令」、「雇用維持支援」、「研修・訓練」各 13.3％（各 2

社）の順となりました。 

 現時点における東日本大震災の影響は、「震災に伴う消費の減退」及び「その他」が各 13.3％（各 2社）で、
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影響を受けていない企業は 60.0％（9社）でした。 

 

来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感 DIはマイナス 26.7ポイントで 6.6ポイント改善とかなり持ち直し、業況

DIはマイナス 26.7ポイントで今期と変わらず、同様の厳しさが続くと予想されています。売上額 DIはマイ

ナス 40.0ポイントで今期並の低下基調が続き、収益 DIはマイナス 33.3ポイントで 53.3ポイント悪化と、増

加から減少に極端に転じると予想されています。
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【【    ササービス業    】 

景況・業業況    

今期の県内景気については、景況感 DI（前期比）はマイナス 28.8ポイントとなりました。これは、前期と

比べると 2.0ポイント改善、前年同期と比べると 3.6ポイント改善となります。 

今期の業況については、業況 DI（前期比）はマイナス 8.8 ポイントとなりました。これは、前期と比べる

と 9.5ポイント改善となります。 

 

売上額・収益    

今期の売上額 DI（前期比）はマイナス 12.5ポイントとなりました。これは、前期と比べると 3.3ポイント

悪化となります。 

今期の収益 DI（前期比）はマイナス 5.0 ポイントとなりました。これは、前期と比べると 4.2 ポイント改

善、前年同期と比べると 5.0ポイント悪化となります。 

 

価格動向    

今期の料金価格 DIはマイナス 16.3ポイントとなりました。これは前期と比べると 2.0ポイントと上昇とな

ります。今期の材料価格 DIはプラス 28.8ポイントとなりました。これは前期と比べると 9.6ポイント上昇と

なります。 

    

資金繰り・ 入借入金・ 備 資 向設備投資動向    

今期の資金繰り DIはマイナス 8.8ポイントとなりました。これは前期と比べると 12.9ポイント改善となり

ます。 

新規の借入・増額の必要性がある企業は 23.8％（19社）で、前期と比べ 4.6ポイント増加しました。借入

を実施した企業は 26.3％（21社）で、前期と比べ 7.1ポイント増加しました。来期借入を予定している企業

は 15.0％（12社）でした。民間金融機関からの借入難易度については、「容易」10.0％（8社）、「変わらない」

33.8％（27社）、「難しい」16.3％（13社）、「該当なし」31.3％（25社）となりました。 

今期の設備投資意欲 DIはマイナス 11.3ポイントとなりました。これは、前期と比べると 4.6ポイント悪化

となります。今期実施した設備投資は、「設備更新（補修・更新）」25.0％（20 社）が最も多く、前期と比べ

ると 0.8ポイント減少しました。 

 

雇用    

 今期の雇用状態については、「過剰」8.8％（7 社）、「適正」71.3％（57 社）、「不足」16.3％（13 社）で、

人手 DIはプラス 7.5となりました。これは、前期と比べると 6.7ポイント増加、前年同期と比べると 2.9ポ

イント増加となります。 

 次年度の正規社員の採用・雇用見込みについては、「増やす」16.3％（13社）、「変えない」21.3％（17社）、

「減らす」3.8％（3社）、「採用しない」が 53.8％（43社）となりました。非正規社員の採用・雇用見込みに

ついては、「増やす」23.8％（19 社）、「変えない」22.5％（18 社）、「減らす」5.0％（4 社）、「採用しない」

40.0％（32社）となりました。 

 雇用関係で行った（または今後行う予定の）ものは、「賃金体系の見直し」22.5％（18社）、「労働時間の短

縮」20.0％（16社）、「人員削減」17.5％（14社）の順となりました。 

 

経営上の問問題・・行政等がが行う 援企業支援策・・ 災震災の影影響    

 経営上の問題点は、「売上（受注）の不振」47.5％（38 社）、「利益の減少」35.0％（28 社）、「機械設備の

老朽」26.3％（21社）の順となり、前期と比べると 3位が変動しました。 

 行政等が行う企業支援策で効果があると思われるものは、「減税」43.8％（35社）、「助成制度（補助金等）」

42.5％（34社）、「公共事業の増加」26.3％（21社）の順となり、前期同様の順位となりました。 

 現時点における東日本大震災の影響は、「仕入れ先の影響・被害」16.3％（13社）、「納入先の影響・被害」

12.5％（10社）、「震災に伴う消費の減退」11.3％（9社）の順に多く、影響を受けていない企業は 52.5％（42

社）でした。 
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来期の 通見通し    

来期の見通しについては、景況感 DIはマイナス 18.8ポイントで 10.0ポイント改善と大きく悪化幅を縮小

しますが、業況 DIはマイナス 25.0ポイントで 16.2ポイント悪化とかなり悪化幅を拡大すると予想されてい

ます。売上額 DIはマイナス 23.8ポイントで 11.3ポイント悪化と大きく低迷、収益 DIもマイナス 22.5ポイ

ントで 17.5ポイント悪化と大きく減少を強めると予想されています。
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サービス業コメント 

 

・ 社会保険、厚生年金がかなりの負担になっている。 

・ 農業団体なので TPPによるダメージは大きい。 

・ 官公庁の入札は原価を割って落札しなければならず非常に厳しい。地方経済が良くなる施策が大切。 

・ 特に私共のお客様は紀伊勝浦・紀伊大社等の観光がメインなので、2011 年 9 月の台風 12 号・15 号のダ

メージが大きい。東日本の応援は勿論だが、もっと行政を含め“がんばれ紀伊半島、がんばれ東紀州！”

と声を大にして援助して頂きたい。 

・ 震災地域では就労等の不足があるがこの地域では人手不足である。官主導の斡旋等があればよい。観光等

も大きな影響を受けているので、施設設備投資（装置産業等を含む）に多大な借入をした企業に対する減

税や銀行等への金利減額を、官を通じて行って欲しい。 

・ とにかく人材不足が出ている。国はもっと他国から安い労働者を入れないとますます企業は外国に出て行

く。 

・ 景気の低迷による事業縮小、それに伴う経営の悪化。 

・ 労働者保護に重点を置いた政策ばかりをやっていると中小企業の経営は成り立たなくなる。日本の大部分

を占める中小企業の保護・育成を考えた政策をやらないと国は崩壊する。 

・ 地元業者が大切にされていないため過疎化に歯止めがきかず、この地域は働き場所がなくなってしまうで

あろう。 
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